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事 業 報 告 書 
 

（自 平成３１年４月１日  至 令和２年３月３１日） 

 

 

 

Ⅰ 事業の概要 

 
令和元年度における当財団の事業活動は、人類の疾病の予防と治療に関する自然科学の研究に対する助

成、及び人類の疾病の予防と治療に関する自然科学の研究者の国際交流に対する助成、人類の疾病の予防

と治療に関する自然科学の研究会・研修会への援助を行った。また国際的な経済活動に従事する者に対し

ての国際経済に関する知識の啓発及び貿易実務に関する知識の啓発を行う研修会を共催した。 

 

 

人類の疾病の予防と治療に関する自然科学の研究に対する助成 

  本年度は「生命科学における生理活性物質の基礎及びその臨床応用に関する研究」と「生命科学における

光技術の応用」を研究課題に挙げ、学術研究の発展、人類の幸せと福祉に貢献することを旨とし、先端技術

分野における独創的研究に重点を置いて助成を行った。助成対象は広く全国の関係諸機関から募集した。 

 

   １．公募期間  平成３１年４月１日～令和元年５月３１日  

   ２．応募総数  １３４件 

    A: 「生命科学における生理活性物質の基礎及びその臨床応用に関する研究」 １０２ 件 

B: 「生命科学における光技術の応用」                   ３２ 件 

３．助成対象者 １５件 各１００万円  総額 １，５００万円  

  ４．選考方法  選考委員会で厳正選考のうえ、１１月開催の理事会で決定 

５. 研究助成受給者は別紙参照 

 

 

 

 

 

研 究 助 成  
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人類の疾病の予防と治療に関する自然科学の研究の国際交流を行う研究者に、渡航費や滞在費等を助成

した。また人類の疾病の予防と治療に関する自然科学の研究会、研修会等に援助を行った。助成対象は広く

全国の関係諸機関から募集した。 

１．公募期間  令和元年９月１日～令和元年９月３０日 

 ２．応募総数  国際交流 ２４件、研究会・研修会 １６件 

 ３．助成対象  国際交流助成 ６件  １件 ２０万円  総額１２０万円 

研究会・研修会援助 ３件  １件 ２５万円 総額７５万円 

 ４．選考方法  選考委員会で厳正選考のうえ、１１月開催の理事会で決定。 

 ５. 受給者は別紙参照 

 

 

国際経済情勢及び貿易実務に関する知識の啓発を行う研修会の開催 

１．貿易実務担当者養成講座：公益財団法人あいち産業振興機構と共催 

○貿易実務講座（初級者編） 

     講師：木村 雅晴 氏 

平成３１年４月１７日（水）１８日（木） 参加者３１名 

       愛知県産業労働センター（ウインクあいち）１８階 セミナールーム 

   ○英文 Eメール講座（入門） 

     講師：峯 愛 氏 

       令和元年５月１５日（水） 参加者１７名 

       愛知県産業労働センター（ウインクあいち）１８階 セミナールーム 

 

 

 

国際交流助成、研究会・研修会援助  

 

 

 

国 際 セ ミ ナ ー 助 成  
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 〇貿易実務講座（基礎編）～輸出・輸入の業務の流れと三国間貿易の仕組み～ 

     講師：中矢 一虎 氏 

       令和元年９月１０日（火） 参加者４３名 

愛知県産業労働センター（ウインクあいち）１８階 セミナールーム 

 

２．輸出入実務セミナー：名古屋商工会議所と共催 

     講師：高橋 靖治 氏（日本貿易振興機構認定 貿易アドバイザー） 

       令和元年５月２７日（月）２８日（火） 参加者１７１名 

       名古屋商工会議所 ２階ホール  

 ３. 貿易実務セミナー：名古屋商工会議所と共催 

     ○国際取引契約 

     講師：東大手法律事務所 所長 鮎澤 多俊 氏 

令和元年１２月４日（水） 参加者５０名 

       名古屋商工会議所 ５階ＢＣ会議室 

     ○外国為替実務 

      講師：株式会社三菱ＵＦＪ銀行 

国際業務部 名古屋外為業務室 課長  濱田 勝 氏  

                      名古屋外為業務室 外為ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ  岡山 亜佑美 氏 

                国際業務部 中部室      室長 唐木澤 潤 氏 

        令和元年１２月５日（木） 参加者５３名 

        名古屋商工会議所 ５階ＢＣ会議室 
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Ⅱ 会 議 
 

   理 事 会 

 

 

第３３回 理 事 会（書面決議） 

当該議案につき理事及び監事全員から書面による同意の意思表示を得たため、当該提案を可決する旨の 

理事会決議があったものとみなす。 

決議があったものとみなされた日 令和元年５月１３日（月） 

   理事数 ８名  

監事数  ２名  

決議があったものとみなされた事項 

第１号議案 平成３０年度事業報告案及び決算書案 承認の件 

第２号議案 令和元年６月４日 第１７回評議員会 開催の件 

 

 

第３４回 理 事 会 

 日 時 令和元年６月４日（火） 

  理事数 ８名 

  監事数 ２名 

  理事７名 監事２名の出席にて開催 

 決議事項 

  第１号議案 代表理事及び業務執行理事 選定の件 

  第２号議案 選考委員長並びに選考委員の選任について 

  報告事項として業務報告（令和元年５月度まで） 

 

 

第３５回 理 事 会 

 日 時 令和元年１１月５日（火） 

  理事数 ８名 

  監事数 ２名 

  理事７名 監事２名の出席にて開催 

 決議事項 

  第１号議案 ２０１９年度 研究助成者決定の件 

  第２号議案 ２０１９年度 国際交流、研究会援助決定の件 

  報告事項として業務報告（令和元年１０月度まで） 
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第３６回 理 事 会（書面決議） 

当該議案につき理事及び監事全員から書面による同意の意思表示を得たため、当該提案を可決する旨の 

理事会決議があったものとみなす。 

決議があったものとみなされた日 令和２年１月１４日（火） 

   理事数 ８名  

監事数  ２名  

決議があったものとみなされた事項 

第１号議案 令和２年度事業計画案及び予算書案 承認の件 

第２号議案 令和２年２月４日 第１８回評議員会 開催の件 

第３７回 理 事 会 

 日 時 令和２年２月４日（火） 

  理事数 ８名 

  監事数 ２名 

  理事８名 監事２名の出席にて開催 

 決議事項 

  第１号議案 令和２年度 研究助成テーマ変更について 

  報告事項として業務報告（令和２年１月度まで） 

 

 

  評 議 員 会 

 

第１７回 評 議 員 会 

 日 時 令和元年６月４日（火） 

  評議員数 ８名 

  評議員７名 監事１名 理事２名出席にて開催 

 決議事項 

  第１号議案 平成３０年度 事業報告案及び決算書案 承認の件 

 第２号議案 役員等改選の件 

 

第１８回 評 議 員 会 

 日 時 令和２年２月４日（火） 

  評議員数 ８名 

  評議員７名 監事２名 理事２名出席にて開催 

 決議事項 

  第１号議案 令和２年度 事業計画案及び予算案 承認の件 
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選 考 委 員 会 

 

第９回 選 考 委 員 会 

 日 時 令和元年１１月５日（火） 

  選考委員数 ８名 

  選考委員４名出席にて開催（議決権行使書提出４名） 

決議事項 

第１号議案 選考委員長 互選の件 

第２号議案 ２０１９年度 研究助成事業、国際交流助成および研究会援助事業 選考の件 

 

 

Ⅲ 庶務に関する事項 

 令和元年６月２１日 登記事項（名古屋法務局） 

  代表理事 三輪 弘 

  評議員 荒井秀典、大谷俊郎、奥村睦男、下村伊一郎、 

      竹内 勤、望月眞弓、森部 睦、横手幸太郎、 

  理事  三輪 弘、児玉龍彦、木下 茂、田邉宗平、 

      戸山芳昭、南学正臣、室原豊明、山下静也、 

  監事  山内和雄、 

以上、重任 

  監事  井窪保彦 辞任 石原真二 就任 

   

以上、役員改選に伴う登記を行った。 

     

 

Ⅳ 寄附金に関する事項 

   寄附金の受入 

指定寄附金(基本財産として配当金を研究助成事業及び管理業務に使用)として 

興和紡株式会社より     興和株式会社株式 ２１７，０００株 
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事業報告の附属明細書 
 

令和元年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第３４条第３項に規定

する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」が存在しないため作成しない。 

 

 

                             令和２年３月３１日 

公益財団法人 興和生命科学振興財団 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


